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研究成果の概要：グローバルによる国民国家の変容という世界的な潮流に対するリアクション 

としてのナショナリズムの問題に注目し、欧米先進地域をはじめとする移民受け入れ国におけ 

るナショナル・ポピュリズム運動についての比較地域的な研究を通して、これらの地域におい 

て今日顕著な現象となっている「移民問題の政治化」というテーマに学究的に取り組んだ研究 

である。本研究の成果は、移民流入時代の本格的な到来を見据える上で、これからのわが国が 

着手するべき移民政策の基本的な在り方を模索する上での一助となるものである。 
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１．研究開始当初の背景 

ナショナル・ポピュリズムの「第３の波」と

呼ばれる今日の欧米先進諸国における移民

排斥運動を中心とした「移民問題の政治化」

という現象は、わが国にとっても他人事では

済まされない問題である。少子高齢化が進む

現在の日本において、政府はより緩やかな出

入国管理政策による外国人労働者の受け入

れ拡大政策を模索しており、こうした政策の

方向性はポピュリスト的政治動向や格差社

会の拡大による社会的変質といった今日の

わが国を特徴づける一連の諸問題と密接に

結びつきつつ、その近い将来において移民外

国人問題をより明確な形で政治化させるこ



とを予見させる。それ故に、移民外国人問題

を中心としたナショナル・ポピュリズム運動

に関する取り組みは、経済的にグローバル化

が一段と進む冷戦後の新たな国際環境の中

での外国人労働者問題への対応をはじめと

する今後のわが国における基本的な政策を

考えていく上で重要な研究であると言える。 

 

２．研究の目的 

本研究は、グローバル化による国民国家の変

容という世界的な潮流に対するリアクショ

ンとしてのナショナリズムの問題に注目し、

欧米先進地域をはじめとする移民受け入れ

国におけるナショナル・ポピュリズム運動に

ついての比較地域的研究を通して、これらの

地域において今日顕著な現象となっている

「移民問題の政治化」というテーマに学究的

に取り組もうとするものである。 

 

３．研究の方法 

本研究は、大きく分けて、（１）ナショナル・

ポピュリズム運動および移民外国人問題に

ついての理論・先行研究の整理・考察、（２）

研究対象地域における各国政府の移民政策

やメディアの動向を含めたナショナル・ポピ

ュリズム運動および移民外国人問題につい

ての調査と分析、（３）これらの調査・研究

データの分析に基づく研究対象地域におけ

るナショナル・ポピュリズム運動および移民

外国人問題の現状と課題についての実証的

な比較分析、という踏まえるべき３つの主た

る段階から構成されている。研究期間の２年

間にわたる移民外国人問題を中心としたナ

ショナル・ポピュリズム運動に関する研究を

通じて、冷戦後の今日の国際社会におけるト

ランス・ナショナルな状況がひき起こすナシ

ョナリズムをめぐる一連の問題についての

考察を深めることにより、「移民問題の政治

化」という現象が顕著なものとなってきた新

世紀における民族共存の諸条件について検

討し、わが国をはじめとする当該研究対象地

域における移民政策のあるべき道筋につい

ての検討を試みた。 

 

４．研究成果 

移民外国人問題を中心としたナショナル・ポ

ピュリズム運動に関する本研究は、いわゆる

「文明の衝突」という言葉に象徴される冷戦

後の今日の国際社会におけるトランス・ナシ

ョナルもしくはトランス・リージョナルな状

況が惹起するナショナリズムをめぐる問題

について学究的な立場から考える上での前

提となる作業であり、こうした学究的な立場

に基づいてなされた本研究の取り組みは、冷

戦後の国際社会における民族共存の在り方

を模索する上での一定の価値ある示唆を与

え得るものである。またわが国においては、

本研究が取り組んだ理論的考察を踏まえた

上でのナショナル・ポピュリズム運動につい

ての比較地域研究的な観点に立つ実証研究

の試みはきわめて稀であり、その意味でも、

今日の日本の具体的な社会動向も視野に入

れつつ、ナショナル・ポピュリズム運動につ

いての比較政治的な分析を試みた本研究は

大いに意義のあるものであると考えられる。

なお、本研究を終了するに当たって、研究代

表者および研究分担者の研究成果の一部を

一冊の報告書（全１９８頁）に纏めた。その

内容については、以下の通りである。 

 

Ⅰ  ナショナル・ポピュリズムとリベラル・

デモクラシー  ― 比較分析と理論研究の

ための視角（島田幸典） 

Ⅱ  イギリスにおけるナショナル・ポピュリ

ズム― イギリス国民党の現代化と移民問

題の顕在化について（力久昌幸） 



Ⅲ エルンスト・ハッセとナショナル・ポピ

ュリズム― 全ドイツ連盟からの連想を中

心に（植村和秀） 

Ⅳ ロシアのナショナル・ポピュリズム運動  

― 人種差別問題との関連において（河原 

 祐馬） 

Ⅴ アメリカの移民政策と反移民の政治  

― 反移民ポピュリズムの展開とその限界

（谷聖美） 

Ⅵ タイのナショナル・ポピュリズム ― 予

備的考察（玉田芳史） 

Ⅶ 韓国におけるナショナリスティック・ポ 

ピュリズムと外国人問題（木村幹） 

Ⅷ 日本とＡＳＥＡＮ諸国との国際労働移動

に関する覚え書き（永井史男） 

Ⅸ 日本におけるポピュリズムと「外国人問

題」（麻野雅子） 
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